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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準適用指針第８号）を適用しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、第64期については、潜在株式が存在するものの１株当たり
当期純損失であるため記載しておりません。第65期中間連結会計期間については、潜在株式が存在するもの
の希薄化効果を有しないため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 88,579 88,169 108,617 172,256 186,539

経常利益 (百万円) 4,891 1,199 8,512 1,973 6,997

中間(当期)純利益 
又は当期純損失(△) (百万円) 2,159 212 4,295 △774 3,155

純資産額 (百万円) 145,015 145,252 158,506 141,667 153,875

総資産額 (百万円) 213,001 214,762 240,803 212,231 224,381

１株当たり純資産額 (円) 1,215.60 1,218.01 1,328.95 1,187.69 1,290.00

１株当たり中間(当期)純
利益又は当期純損失(△) (円) 18.10 1.78 36.03 △6.58 26.00

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 (円) 17.48 ― 34.60 ― 25.21

自己資本比率 (％) 68.1 67.6 65.8 66.8 68.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) 1,516 6,427 12,548 5,853 20,054

投資活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) △9,850 △8,054 △14,912 △19,601 △15,290

財務活動による 
キャッシュ・フロー (百万円) 2,917 △272 3,544 3,386 △2,805

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 (百万円) 36,218 30,147 37,228 31,245 35,672

従業員数 (名) 17,883 19,637 20,276 17,577 19,656
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(2) 提出会社の経営指標等 
  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 
３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計
基準適用指針第８号）を適用しております。 

４ 中間連結財務諸表を作成しているため、提出会社の１株当たり純資産額、１株当たり中間(当期)純利益又は
中間純損失(△)及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は省略しております。 

  

回次 第64期中 第65期中 第66期中 第64期 第65期

会計期間

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 74,886 71,544 87,629 139,718 150,324

経常利益又は 
経常損失(△) (百万円) 1,054 △1,315 5,768 △57 1,265

中間(当期)純利益 
又は中間純損失(△) (百万円) 464 △843 3,122 216 526

資本金 (百万円) 23,515 23,515 23,517 23,515 23,516

発行済株式総数 (株) 120,412,599 120,412,599 120,415,875 120,412,599 120,414,237

純資産額 (百万円) 101,777 99,967 103,099 101,204 101,029

総資産額 (百万円) 167,526 165,255 177,442 158,436 164,871

１株当たり配当額 (円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 60.8 60.5 58.1 63.9 61.3

従業員数 (名) 2,699 2,661 2,568 2,669 2,592
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２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員は、当該臨時従業員の総従業員数に対する割合が100分の
10未満であるため記載を省略しております。なお、臨時従業員には派遣社員は含まれておりません。 

  

(2) 提出会社の状況 
平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員は、当該臨時従業員の総従業員数に対する割合が100分の10未
満であるため記載を省略しております。なお、臨時従業員には派遣社員は含まれておりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

  

事業部門の名称 従業員数(名)

電子部品事業 20,231

その他事業 45

合計 20,276

従業員数(名) 2,568
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 
当中間連結会計期間の当社グループを取り巻く市場環境は、前年同期に比較して、デジタル機器やパ
ソコン、携帯電話などの生産水準が高かったことから、全体としては前年同期比で高い伸び率の受注で
推移しました。 
このような状況下、当社グループは、４つの事業部門において以下のような取り組みを行いました。 
コンデンサは、主力の積層商品群において生産性改善を主体とした原価低減の推進、市場開拓強化に
よる売上の拡大などの体質強化に取り組んできました。 
 フェライト及び応用製品は、需要が拡大しているデジタル機器の電源回路向けに巻線インダクタの販
売拡大と安定供給に努めてきました。 
 モジュールは、大型化と値下りが続く液晶テレビ向けバックライト用インバータモジュールにおい
て、大型化への技術的対応ならびに市場価格低下に対応するための原価低減を推進しました。また、
Bluetooth®モジュールや無線ＬＡＮモジュールなどの商品力強化に努めてきました。 
 記録製品は、引き続き生産性改善、品質の強化などに取り組み、高信頼性の商品安定供給とコスト低
減に努めてきました。 
その結果、当中間連結会計期間の売上高は1,086億17百万円（前年同期比23.2％増）、営業利益は85
億85百万円（前年同期比857.0％増）、経常利益は85億12百万円（前年同期比609.9％増）、中間純利益
は42億95百万円（前年同期は２億12百万円）となりました。 
  
製品別の売上高は、次のとおりであります。 
  
［コンデンサ］ 

積層セラミックコンデンサをはじめ、各種セラミックコンデンサが含まれます。 
 前年同期に比較して、デジタル機器やパソコン、携帯電話など、全ての市場分野において売上が大き
く伸びた結果、売上高は446億97百万円（前年同期比34.6％増）となりました。 
  
［フェライト及び応用製品］ 

フェライトコア、その応用製品である各種インダクタが含まれます。 
 携帯電話やパソコン、デジタル機器などの売上が前年同期比で大きく増加したことにより、売上高は
168億42百万円（前年同期比18.3％増）となりました。 
  
［モジュール］ 

各種電源モジュール、高周波モジュールが含まれます。 
 液晶テレビの需要拡大を背景として、液晶バックライト用インバータモジュールの売上が前年同期比
で拡大しました。また、Bluetooth®モジュールの売上が前年同期比で大きく拡大したことにより、売上
高は225億78百万円（前年同期比27.5％増）となりました。 
  
［記録製品］ 

ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ/ＤＶＤ＋Ｒが含まれます。 
 需要が引き続き拡大しているＤＶＤ－Ｒ/ＤＶＤ＋Ｒの生産性改善と高品質商品の安定供給に努めた
結果、売上高は160億86百万円（前年同期比4.5％増）となりました。 
  
［その他電子部品］ 

製品別区分に属さない製品と関係会社の事業が含まれます。 
 関係会社における実装事業が売上高の主なものであり、売上高は84億12百万円（前年同期比10.4％
増）となりました。 
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 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 
  
日本においては、売上高100,467百万円（前年同期比18.4％増）、営業利益4,254百万円（前年同期は
営業損失3,352百万円）となりました。アジアにおいては、売上高98,362百万円（前年同期比18.4％
増）、営業利益3,809百万円（前年同期比5.1％増）となりました。その他の地域においては、売上高
16,165百万円（前年同期比32.1％増）、営業利益819百万円（前年同期比206.0％増）となりました。 
  
なお、「第２ 事業の状況」における各事項に記載の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

  
(2) キャッシュ・フローの状況 
  

 
  

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、12,548百万円（前年同期比95.2％増）
となりました。主な要因は、税金等調整前中間純利益7,995百万円、減価償却費8,399百万円、売上債権
の増加8,093百万円、仕入債務の増加3,158百万円であります。 
  
投資活動によるキャッシュ・フローは、14,912百万円（前年同期比85.1％増）の支出となりました。
主な要因は、固定資産の取得14,324百万円であります。 
  
財務活動によるキャッシュ・フローは、3,544百万円（前年同期は△272百万円）となりました。主な
要因は、長期借入れによる収入6,000百万円、長期借入金の返済による支出1,306百万円、配当金の支払
596百万円であります。 
  
以上の結果、当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度に比べ1,555百万
円増加し、37,228百万円となりました。 

  

科目 前中間連結会計期間 
(百万円)

当中間連結会計期間 
(百万円)

増減 
(△)

前連結会計年度 
(百万円)

営業活動による 
キャッシュ・フロー 6,427 12,548 6,121 20,054

投資活動による 
キャッシュ・フロー △8,054 △14,912 △6,857 △15,290

財務活動による 
キャッシュ・フロー △272 3,544 3,816 △2,805

現金及び現金同等物に 
係る換算差額 799 375 △424 2,466

現金及び現金同等物の増減額 △1,100 1,555 2,656 4,424

現金及び現金同等物の期首残高 31,245 35,672 4,427 31,245

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 30,147 37,228 7,080 35,672
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 
(1) 生産実績 
当中間連結会計期間における生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 金額は、当中間連結会計期間の平均販売単価を用いております。 

  
(2) 受注実績 
当中間連結会計期間における受注実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
  
(3) 販売実績 
当中間連結会計期間における販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 主要な販売先は、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しておりま

す。 

  

製品別 生産高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 45,034 ＋37.0

フェライト及び応用製品 17,081 ＋19.5

モジュール 19,472 ＋40.9

記録製品 15,654 ＋4.7

その他電子部品 8,033 ＋14.1

合計 105,277 ＋26.9

製品別 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 50,890 ＋37.6 19,859 ＋105.3

フェライト及び応用製品 17,201 ＋14.0 4,210 ＋23.1

モジュール 23,312 ＋22.2 5,208 ＋18.8

記録製品 16,070 ＋2.7 1,046 △19.6

その他電子部品 8,513 ＋7.4 758 ＋10.5

合計 115,987 ＋22.4 31,082 ＋59.7

製品別 販売高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 44,697 ＋34.6

フェライト及び応用製品 16,842 ＋18.3

モジュール 22,578 ＋27.5

記録製品 16,086 ＋4.5

その他電子部品 8,412 ＋10.4

合計 108,617 ＋23.2
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３ 【対処すべき課題】 
当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新
たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 
当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、「技術の太陽誘電、開発の太陽誘電」を念頭に、“Ｍ＆Ｅ（Material  & 

Electronics）で世界標準を目指す”を目標として、新商品開発に取り組んでおります。そして、「ベン

チャースピリットあふれる若く筋肉質な太陽誘電」を目指すという基本精神のもと、当社グループ独自の

要素技術にさらに磨きをかけることで、お客様に評価していただける商品を創出するべく努力を重ねてお

ります。当中間連結会計期間において、当社グループは、材料技術、プロセス技術、設計技術、生産技術

などの各要素技術をさらに高度化することで、小型・薄型化、デジタル化、高周波化、多機能化、モジュ

ール化など、機器の技術的要求に対応した各種チップ部品、回路モジュール、高周波部品、ノイズ対策部

品などの新商品開発を進めてまいりました。 

 なお、当中間連結会計期間の当社グループにおける研究開発費は4,054百万円で、主な研究開発の成果

は以下のとおりであります。  

  

１ コンデンサ 

・積層セラミックコンデンサ 

誘電体の材料技術、薄膜化技術及び大容量化技術を高度化することにより、誘電体厚みがサブミクロ

ン（１µm未満）レベルでの商品化技術が確立しました。その成果として、高速化するＣＰＵ、ＧＰＵ向

けに、付加価値商品として高周波領域でのインダクタンス成分を押さえたＬＷ逆転タイプの低ＥＳＬ積

層コンデンサ、ならびに小型大容量の先端アイテムである2012サイズ22µF、1005サイズ2.2µFの生産量

拡大を図ることができました。 

 また、携帯電話・パソコン市場向けに電解コンデンサ代替や省スペース化メリットを生かせる商品と

して、同サイズで業界最高容量を実現した1005サイズ4.7µF、1608サイズ22µFの開発が終了し、今後の

量産化に向けた準備を進めております。 

  

２ フェライト及び応用製品 

・積層チップインダクタ 

携帯機器のＤＣ－ＤＣコンバータに用いられる小型・薄型積層チョークコイルをさらに高性能化いた

しました。内部導体の厚みを従来比で約２倍に厚くすることで、直流抵抗値を大幅に下げると同時に、

直流重畳特性を改善し、より広い用途に対応できるようになりました。 

 携帯電話の高周波回路用として使用される高周波積層インダクタについては、内部構造を大幅に高度

化することでＱ特性を従来比約50％改善することに成功しました。これにより、特に高いＱが必要とさ

れる高周波回路部分で、高周波インダクタの用途を拡大することが可能になりました。 
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・巻線インダクタ  

 電源回路向けの表面実装型巻線インダクタにおいて、急成長している薄型テレビ（液晶テレビ、プラ

ズマテレビ）向けＤＣ－ＤＣコンバータ用のチョークコイル開発を継続して進めております。既に商品

化されている８mm角サイズに続き、さらに小型化した６mm角（6.0×6.0×4.5mm）サイズの一部アイテ

ムで商品化しております。また、小型及び低背要求の強い携帯電話市場のＤＣ－ＤＣコンバータ用のチ

ョークコイル向けに、小型低背巻線チップインダクタ（チップサイズ2.5×1.8×1.2mm）を商品化いた

しました。 

 今後は大電流に対応した大型インダクタの品揃えを拡充するとともに、小型低背巻線インダクタでは

チップサイズ2.0×1.25×1.0mmの商品開発を進めてまいります。 

  

３ モジュール 

・液晶バックライト用インバータ 

急成長を続ける大型液晶テレビ市場に対して、多灯バックライト用インバータの回路技術開発を継続

してまいりました。当社グループ独自開発のランプ電流制御技術を活用し、伸び筋商品である40インチ

クラス以上の大型液晶テレビ向けバックライト用インバータを中心に差別化商品群を多数投入しており

ます。 

 昨今、技術トレンドの多様な変化がますます加速する中、大学等の外部機関との協業による次世代回

路技術も取り込みながら、さらなる商品力強化の実現に向けた開発活動を進めております。従来の低価

格化路線に加えて、液晶テレビの高画質化および低消費電力化をコンセプトとした、デジタル技術を活

用した液晶バックライト用インバータなどの研究開発を進めております。 

 今後も液晶バックライト用インバータの拡大に加えて、成長が期待される通信機器市場をはじめとす

る新市場での商品展開を視野に入れた研究開発活動を進めてまいります。 

  

・無線通信モジュール 

 当社グループでは、ここ数年10～100mの近距離無線通信に関わる商品・技術の開発に注力してまいり

ましたが、その結果として電源周りのモジュールに次ぐ、モジュール事業の柱としてこの分野が成長し

てまいりました。 

 Bluetooth®については、世界規格が成立した直後より、いち早くノートＰＣ向けを中心に商品展開を

行ってまいりました。最近では、欧米のみならず日本でも搭載が進む携帯電話市場向けの小型で高性能

なモジュールを商品展開することで、市場から高い評価を得るとともに事業規模を拡大することができ

ました。加えて、小型で低消費電力の無線ＬＡＮモジュールを商品化し、無線通信モジュールの商品ラ

インアップの拡充を図りました。 

 一方、技術開発面では、無線通信をサポートする評価技術やソフトウェア技術をより高度化するだけ

でなく、さらに高周波でブロードバンドな無線通信を目指し、ソフトウェアを組み込んだ小型モジュー

ルや、異なる無線通信機能が混在するモジュール、そして次世代の無線方式として注目されるＵＷＢ

(Ultra Wideband)のモジュール化など、市場の動きに先駆けた商品及び技術開発を行ってまいりまし

た。 
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４ 記録製品 

・記録メディア 

 ＤＶＤ－Ｒ/ＤＶＤ＋Ｒについては、先ず長時間録画用の8.5ギガバイトＤＶＤ－Ｒ ＤＬ（２層構

造）を発売いたしました。ＤＶＤカムコーダ用の８cmＤＶＤ－Ｒ ＤＬも順次商品化してまいります。

一方、お客様のニーズを商品として具現化することで、メディア需要の底上げを狙う新しい提案型商品

として、収納のアイデアを凝らした「楽らく収納シリーズ」のラインアップを充実いたしました。ま

た、インクジェットプリンターによるレーベル印刷用の新技術「ウォーターシールド」を開発いたしま

した。「ウォーターシールド」は通常のインクジェットプリンターで印刷したレーベル面の耐水性、写

真画質を極限まで追求いたしました。 

 さらに、次世代ＤＶＤ対応の記録メディアとして、引き続き青色レーザーに対応するディスク開発に

も注力しております。ＢＤ－Ｒはこれまでのコアコンピタンスである有機材料技術をより一層高め、平

成19年春の商品化を目指して開発中です。ＨＤ ＤＶＤ－Ｒは高速記録へと開発のフェーズを移し、開

発を継続してまいります。今後も日本製＝高品質を柱に、お客様に安心して使っていただける互換性、

安定性、保存性を追求してまいります。また、商品の付加価値をお客様に理解していただけるようなユ

ニークな商品を提案してまいります。 

  

５ その他電子部品等 

・積層型圧電セラミックスピーカ 

 超薄型・低コスト型の新商品ＭＬＳ－Ａシリーズは、量産を順調に立ち上げることができ、液晶モジ

ュール用のスピーカとして市場で使われております。また、最近では携帯電話の薄型化要求も高まって

きており、セラミックスピーカの薄さを生かした携帯電話の設計検討も始まりつつあります。平成19年

には具体的な商品として、市場での採用を見込んでおります。 

 今後は、さらなる高音質、高効率スピーカの開発を加速させてまいります。 

  

・高周波部品 

 無線機器向けの高周波フィルタは様々な用途に対応した商品を揃え、生産拡大を行っております。

Bluetooth®、無線ＬＡＮなどの2.4GHz帯無線用途には、2012形状の積層バランスフィルタを、また、ワ

ンセグやデジタルテレビ向けとしては、同じく2012形状の積層ローパスフィルタの生産を順次拡大して

おります。 
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・バルクフィーダ（バルク供給方式のチップ部品供給装置） 

 バルクフィーダは、テープフィーダに比べて廃材が出ずに地球環境に優しい、生産性が向上する、実

装の信頼性が向上するなど多くのメリットがあります。当社グループでは、バルク化を普及させるため

に業界初の「ユニット方式による低価格の次世代バルクフィーダ」を商品化し、すでに1608サイズ、

1005サイズの積層セラミックコンデンサ用を中心に採用が広がっております。さらに小型の0603サイズ

のバルクフィーダも商品化し、一部のユーザーでテストを開始しております。 

 チップ抵抗器では抵抗器メーカーと連携して、1608サイズ、1005サイズのバルク推奨部品寸法公差の

標準化提案を行いました。さらに抵抗器特有の課題であった裏面実装については実装検証を行い、それ

をマニュアル化してユーザーへの提案を通じて不安解消に役立てられるようにしてまいりました。マウ

ンター市場で主流となってきたモジュラーマウンタ用バルクフィーダも大手マウンタメーカーとの共同

開発を行い、バルクフィーダのバリエーション拡大を図っております。 

 国内では、特に電子機器の小型化に伴い、狭隣接、クリーン実装の要望が高まってきており、これに

適したバルク実装は今後一層期待されております。 
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第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

 
  

  

② 【発行済株式】 
  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法に基

づき発行された転換社債の転換を含む。）により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日)

提出日現在 
発行数(株) 

(平成18年12月18日)

上場証券取引所名又 
は登録証券業協会名 内容

普通株式 120,415,875 120,415,875
東京証券取引所 
(市場第一部)

―

計 120,415,875 120,415,875 ― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

(a) 平成13年改正旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 
 (注)１ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 
 (注)２ 当社が株式の分割または併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとし、調整の

結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 
 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 
また、当社が合併または会社分割を行う場合等、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由
が生じたときは、合併または会社分割等の条件を勘案のうえ、合理的な範囲で目的となる株式の数を調整す
る。 

 (注)３ (1)新株予約権者は、当社の取締役を退任した日の翌日（以下、「権利行使開始日」という）から10日を経過
するまでの間に限り新株予約権を行使できる。 
(2)上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下の(ア)、(イ)、(ウ)に定める場合、それぞれに定める期間内
に限り新株予約権を行使できる。 
(ア)新株予約権者が平成37年６月30日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成37年７月１日から平
成37年７月31日までとする。 
(イ)当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会
社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、当該承
認日の翌日から10日間とする。 
(ウ)新株予約権者が死亡した場合、その相続人は、新株予約権者が死亡退任した日の翌日から３ヶ月間とす
る。 
(3)新株予約権１個当たりの一部行使はできない。 
(4)その他の条件については、株主総会の承認及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の割当を受けた
取締役との間で締結する「新株予約権割当契約」の定めるところによる。 

  

株主総会の特別決議日（平成17年６月29日）

中間会計期間末現在 
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 16個 (注)１ 16個 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 16,000株 (注)２ 16,000株 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円 同左

新株予約権の行使期間 平成17年６月30日～ 
平成37年７月31日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   １円 
資本組入額  １円 同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、 
取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項 ― ―
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(b) 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 
(注)１  新株予約権１個あたりの目的となる株式の数は、1,000株であります。 
(注)２  新株予約権発行日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調

整する。ただし調整により生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる。 
  調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 
また上記の他、目的となる株式の数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で
目的となる株式の数を調整する。 

(注)３  (1)上記の行使期間内であっても新株予約権者は、当社の取締役を退任した日の翌日（以下、「権利行使開始
日」という。）から10日を経過するまでの間に限り新株予約権を行使できる。 
(2)上記(1)にかかわらず、新株予約権者は以下の(ア)、(イ)、(ウ)に定める場合、それぞれに定める期間内
に限り新株予約権を行使できる。 
(ア)新株予約権者が平成38年７月23日までに権利行使開始日を迎えなかった場合、平成38年７月24日から平
成38年８月23日までとする。 
(イ)当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または当社が完全子会
社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転の議案につき当社株主総会で承認された場合、当該承
認日の翌日から10日間とする。 
(ウ)新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権者が死亡退任した日の翌日から３ヶ月間とす
る。 
(3)新株予約権１個当たりの一部行使はできない。 
(4)その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約書」の定めるとこ
ろによる。 

  

② 転換社債 

当社は、旧商法に基づき転換社債を発行しております。 

 当該転換社債の残高、転換価格及び資本組入額は、次のとおりであります。 

 第２回無担保転換社債(転換社債間限定同順位特約付)(平成８年４月18日発行) 

 
  

株主総会の決議日（平成18年６月29日）

中間会計期間末現在 
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数 29個 (注)１ 29個 (注)１

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 29,000株 (注)２ 29,000株 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり１円 同左

新株予約権の行使期間 平成18年８月24日～ 
平成38年８月23日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格   1,512.4円 
資本組入額      757円 同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、 
取締役会の承認を要する。 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

中間会計期間末現在 
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

転換社債の残高(百万円) 6,783 6,783

転換価格(円) 1,221 1,221

資本組入額(円) 611 611
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(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 
  

 
(注) 新株予約権の行使（旧転換社債等の権利行使を含む。）による増加であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 
平成18年９月30日現在 

 
  
(注)１    バークレイズ・グローバル・インベスターズ信託銀行株式会社及びその共同保有者から平成18年10月10日付で大量保有報

告書(変更報告書)の提出があり、平成18年９月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社
として当中間会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりませ
ん。なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式 
総数残高 
(千株)

資本金増減額 
 

(百万円)

資本金残高 
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金 
残高 
(百万円)

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 1 120,415 1 23,517 0 41,410

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口) 東京都港区浜松町２丁目11番３号 13,367 11.10

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口) 東京都中央区晴海１丁目８番11号 10,820 8.98

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 4,000 3.32

株式会社伊予銀行 愛媛県松山市南堀端町１番地 3,000 2.49

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 2,380 1.97

ドイチェ バンク アーゲー 
ロンドン ６１０ 
(常任代理人 
 ドイツ証券株式会社)

WINCHESTER HOUSE 1 GREAT WINCHESTER 
STREET LONDON EC2N 2DB, UK 
(東京都千代田区永田町２丁目11番１号 
 山王パークタワー)

2,265 1.88

資産管理サービス信託銀行株式
会社(証券投資信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟

2,105 1.74

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４) 東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,068 1.71

資産管理サービス信託銀行株式
会社(信託Ｂ口)

東京都中央区晴海１丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟

1,971 1.63

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,967 1.63

計 ― 43,943 36.49

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

バークレイズ・グローバル・ 
インベスターズ信託銀行 
株式会社ほか10社

東京都渋谷区広尾１丁目１番39号 11,010 9.14
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(注)２    モルガン・スタンレー証券株式会社及びその共同保有者から平成18年７月11日付で大量保有報告書の提出があり、平成18
年６月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実
質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書の内容は
以下のとおりであります。 

 
  
(注)３    ＪＰモルガン信託銀行株式会社及びその共同保有者から平成18年10月10日付で大量保有報告書の提出があり、平成18年９

月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所
有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書の内容は以下
のとおりであります。 

 
  
(注)４    野村證券株式会社及びその共同保有者から平成18年６月15日付で大量保有報告書(変更報告書)の提出があり、平成18年５

月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所
有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書の内容は以下
のとおりであります。 

 
  
(注)５    株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその共同保有者から平成18年８月15日付で大量保有報告書の提出があり、平成18年７月

31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点における実質所有
株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書の内容は以下の
とおりであります。 

 
  
(注)６    Goldman Sachs (Japan) Ltd.及びその共同保有者から平成18年10月13日付で大量保有報告書(変更報告書)の提出があり、

平成18年９月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末時点にお
ける実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量保有報告書の
内容は以下のとおりであります。 

 
  

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

モルガン・スタンレー証券 
株式会社ほか４社

東京都渋谷区恵比寿４丁目20番３号 
恵比寿ガーデンプレイスタワー 9,478 7.87 

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

ＪＰモルガン信託銀行 
株式会社ほか３社

東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 
東京ビルディング 6,917 5.70

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

野村證券株式会社ほか４社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 6,500 5.39

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 
ほか４社 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 6,224 5.15

氏名又は名称 住所 所有株式数 
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

Goldman Sachs (Japan) Ltd. 
ほか４社

英国領 バージン・アイランド、トルトラ、
ロード・タウン、ロマスコ・プレイス、ウィ
ックハムズ・ケイ１、私書箱3140

5,539 4.60
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(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権４個)含ま

れております。 
２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式499株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成18年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 
  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式 
      1,193,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 
    118,103,000 118,103 ―

単元未満株式 普通株式 
      1,119,875 ― ―

発行済株式総数    120,415,875 ― ―

総株主の議決権 ― 118,103 ―

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所

自己名義 
所有株式数 
(株)

他人名義 
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
太陽誘電株式会社

東京都台東区上野 
６丁目16番20号 1,193,000 - 1,193,000 0.99

計 ― 1,193,000 - 1,193,000 0.99

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,000 1,912 1,494 1,540 1,641 1,784

最低(円) 1,840 1,474 1,289 1,303 1,446 1,605
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３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであ

ります。 

  役職の異動 

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 
上席執行役員 
第三事業本部長 
兼資材・ロジスティクス本部長 
兼品質保証室長 
兼第三事業本部第三事業部長

取締役 
上席執行役員 
事業本部長

山木 衛 平成18年７月１日

取締役 
上席執行役員 
経営本部長

取締役 
上席執行役員 
経営本部長 
兼プラットホーム統括 
兼資材・ロジスティクス統括

外丸 隆 平成18年７月１日

取締役 
上席執行役員 
営業本部副本部長

取締役 
執行役員 
マーケティング本部副本部長

綿貫 英治 平成18年７月１日

取締役 
上席執行役員 
第二事業本部長 
兼モジュール事業部長

取締役 
執行役員 
事業本部モジュール事業部長 
兼事業企画部長 
兼事業管理部長

望月 明彦 平成18年７月１日

取締役 
上席執行役員 
第一事業本部長 
兼第１事業企画部長

取締役 
上席執行役員 
事業本部副本部長 
兼品質保証室長

登坂 正一 平成18年７月１日
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

    なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

   当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連

結財務諸表並びに前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間

（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、和泉監査法人により中間監

査を受けております。 
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１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 
  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 33,003 40,421 38,892

２ 受取手形及び売掛金 ※２ 47,471 57,856 49,100

３ 有価証券 1 ― 1

４ たな卸資産 26,073 28,440 27,291

５ 繰延税金資産 2,015 3,009 2,694

６ その他 5,179 5,426 5,216

貸倒引当金 △296 △258 △257

流動資産合計 113,448 52.8 134,897 56.0 122,939 54.8

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

(1) 建物及び構築物 51,647 54,819 53,419

(2) 機械装置及び 
  運搬具 136,420 149,714 142,671

(3) 工具器具及び備品 13,685 15,739 14,324

(4) その他 11,028 15,296 11,845

 減価償却累計額 △128,748 △142,284 △135,712

有形固定資産合計 84,034 39.1 93,285 38.7 86,547 38.6

２ 無形固定資産 1,116 0.5 939 0.4 1,084 0.5

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 8,344 6,803 7,558

(2) 繰延税金資産 5,866 2,451 3,992

(3) その他 1,952 2,426 2,259

投資その他の 
資産合計 16,163 7.6 11,681 4.9 13,810 6.1

固定資産合計 101,313 47.2 105,906 44.0 101,442 45.2

資産合計 214,762 100.0 240,803 100.0 224,381 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び買掛金 18,467 21,850 18,212

２ 短期借入金 6,477 4,250 4,774

３ 一年以内返済予定  
  の長期借入金

1,393 1,561 1,557

４ 未払金 5,094 8,443 6,307

５ 未払法人税等 1,306 1,826 1,840

６ 繰延税金負債 10 8 7

７ 賞与引当金 2,172 2,786 2,183

８ 役員賞与引当金 ― 16 ―

９ 事業再編損失引当金 22 ― ―

10 その他 5,800 8,127 7,011

流動負債合計 40,744 19.0 48,871 20.3 41,895 18.7

Ⅱ 固定負債

１ 転換社債 6,787 6,783 6,785

２ 長期借入金 10,366 14,808 10,135

３ 長期未払金 1,636 ― 844

４ 繰延税金負債 7,291 8,327 8,078

５ 役員退職慰労引当金 122 65 171

６ 連結調整勘定 20 ― 10

７ その他 2,372 3,439 2,416

固定負債合計 28,598 13.3 33,424 13.9 28,441 12.6

負債合計 69,343 32.3 82,296 34.2 70,337 31.3

(少数株主持分)

少数株主持分 167 0.1 ― ― 169 0.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 23,515 10.9 ― ― 23,516 10.5

Ⅱ 資本剰余金 41,408 19.3 ― ― 41,409 18.4

Ⅲ 利益剰余金 90,063 41.9 ― ― 92,353 41.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 592 0.3 ― ― 1,058 0.5

Ⅴ 為替換算調整勘定 △8,983 △4.2 ― ― △3,092 △1.4

Ⅵ 自己株式 △1,344 △0.6 ― ― △1,370 △0.6

資本合計 145,252 67.6 ― ― 153,875 68.6

負債、少数株主持分 
及び資本合計 214,762 100.0 ― ― 224,381 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ― 23,517 9.8 ― ―

２ 資本剰余金 ― ― 41,410 17.2 ― ―

３ 利益剰余金 ― ― 95,994 39.8 ― ―

４ 自己株式 ― ― △1,401 △0.6 ― ―

  株主資本合計 ― ― 159,521 66.2 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金 ― ― 620 0.3 ― ―

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △13 △0.0 ― ―

 ３ 為替換算調整勘定 ― ― △1,688 △0.7 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計 ― ― △1,081 △0.4 ― ―

Ⅲ 新株予約権 ― ― 43 0.0 ― ―

Ⅳ 少数株主持分 ― ― 22 0.0 ― ―

純資産合計 ― ― 158,506 65.8 ― ―

負債純資産合計 ― ― 240,803 100.0 ― ―
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② 【中間連結損益計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 金額(百万円) 百分比 

(％)

Ⅰ 売上高 88,169 100.0 108,617 100.0 186,539 100.0

Ⅱ 売上原価 72,538 82.3 83,051 76.5 149,031 79.9

   売上総利益 15,630 17.7 25,565 23.5 37,507 20.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 14,733 16.7 16,980 15.6 30,815 16.5

   営業利益 897 1.0 8,585 7.9 6,691 3.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 249 528 629

 ２ 受取配当金 27 25 50

 ３ 為替差益 15 － －

 ４ 連結調整勘定償却額 9 － 20

 ５ 持分法による 
   投資利益 78 102 152

 ６ その他 288 669 0.8 307 964 0.9 582 1,435 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 167 199 365

 ２ 為替差損 － 266 78

 ３ 支払補償金 － 417 434

 ４ その他 199 367 0.4 153 1,036 1.0 250 1,129 0.6

   経常利益 1,199 1.4 8,512 7.8 6,997 3.8

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 91 8 367

 ２ 投資有価証券売却益 22 － 544

 ３ 貸倒引当金戻入額 4 － －

 ４ その他 － 118 0.1 － 8 0.0 201 1,112 0.6

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却売却損 ※３ 326 416 840

 ２ 減損損失 ※４ 24 － 24

 ３ 投資有価証券評価損 － 64 －

 ４ その他 40 391 0.4 44 526 0.4 504 1,368 0.8

税金等調整前 
中間(当期)純利益 926 1.1 7,995 7.4 6,741 3.6

法人税、住民税 
及び事業税 994 1,926 2,295

法人税等調整額 △277 716 0.9 1,767 3,693 3.4 1,292 3,588 1.9

少数株主利益 － － 5 0.0 － －

少数株主損失 3 0.0 － － 2 0.0

中間(当期)純利益 212 0.2 4,295 4.0 3,155 1.7
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③ 【中間連結剰余金計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 41,408 41,408

Ⅱ 資本剰余金増加高

  転換社債の転換による増加高 － 0

Ⅲ 資本剰余金
中間期末(期末)残高 41,408 41,409

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 90,457 90,457

Ⅱ 利益剰余金増加高

  中間(当期)純利益 212 3,155

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 596 1,192

 ２ 役員賞与 10 10

 ３ 自己株式処分差損 － 11

 ４ 在外子会社の従業員奨励 
   福利基金拠出による減少高 － 606 44 1,259

Ⅳ 利益剰余金
中間期末(期末)残高 90,063 92,353
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④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
  

 
（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 23,516 41,409 92,353 △1,370 155,909

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 1 0 1

 剰余金の配当（注） △596 △596

 役員賞与（注） △50 △50

  在外子会社の従業員奨励 
 福利基金拠出

△7 △7

  中間純利益 4,295 4,295

  自己株式の取得 △31 △31

  株主資本以外の項目の中間連結 
  会計期間中の変動額(純額)
中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円)

1 0 3,641 △31 3,612

平成18年９月30日残高(百万円) 23,517 41,410 95,994 △1,401 159,521

評価・換算差額等

新株予約権 少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ 
損益

為替換算 
調整勘定

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 1,058 ― △3,092 △2,033 ― 169 154,044

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 1

 剰余金の配当（注） △596

 役員賞与（注） △50

 在外子会社の従業員奨励 
 福利基金拠出 △7

 中間純利益 4,295

 自己株式の取得 △31

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △438 △13 1,403 952 43 △146 850

中間連結会計期間中の変動額 
合計(百万円) △438 △13 1,403 952 43 △146 4,462

平成18年９月30日残高(百万円) 620 △13 △1,688 △1,081 43 22 158,506
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⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による
キャッシュ・フロー
１ 税金等調整前 
  中間(当期)純利益 926 7,995 6,741

 ２ 減価償却費 8,416 8,399 17,052
 ３ 減損損失 24 ― 24
 ４ 連結調整勘定償却額 △9 ― △20
 ５ 貸倒引当金の増減額 16 △3 △36
 ６ 賞与引当金の増加額 457 591 467
 ７ 役員賞与引当金の増加額 ― 16 ―
 ８ 事業再編損失引当金の 
   減少額 △208 ― △230

 ９ 役員退職慰労引当金の
増減額 △15 △108 19

 10 受取利息及び受取配当金 △276 △554 △680
 11 支払利息 167 199 365
 12 持分法による投資利益 △78 △102 △152
 13 固定資産除却売却損益 235 408 473
 14 投資有価証券売却損益 △19 ― △496
 15 投資有価証券評価損 ― 64 ―
 16 退職給付制度改定に伴う

清算未払金の減少額 △3 △8 △742

 17 売上債権の増減額 730 △8,093 1,277
 18 たな卸資産の増減額 127 △891 △133
 19 仕入債務の増減額 △4,456 3,158 △6,095
 20 その他 854 3,067 2,937

小計 6,886 14,138 20,771
 21 利息及び配当金の受取額 321 599 677
 22 利息の支払額 △95 △213 △282
 23 法人税等の支払額 △684 △1,976 △1,110

営業活動による 
キャッシュ・フロー 6,427 12,548 20,054

Ⅱ 投資活動による
キャッシュ・フロー

 １ 固定資産の取得
による支出 △6,628 △14,324 △15,778

 ２ 固定資産の売却
による収入 138 26 442

 ３ 投資有価証券
の取得による支出 △1,219 △2 △1,531

 ４ 投資有価証券
の売却による収入 41 ― 2,355

 ５ 貸付けによる支出 △0 △19 △43
 ６ 貸付金の回収による収入 19 42 67
 ７ その他 △405 △634 △803

投資活動による 
キャッシュ・フロー △8,054 △14,912 △15,290
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前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による
キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 351 △522 △1,403

 ２ 長期借入れによる収入 31 6,000 31

 ３ 長期借入金の
返済による支出 △37 △1,306 △182

 ４ 自己株式の取得による 
   支出額 △20 △31 △58

 ５ 配当金の支払額 △596 △596 △1,192
財務活動による 
キャッシュ・フロー △272 3,544 △2,805

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 799 375 2,466

Ⅴ 現金及び現金同等物
の増減額 △1,100 1,555 4,424

Ⅵ 現金及び現金同等物
の期首残高 31,245 35,672 31,245

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額 2 ― 2

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 30,147 37,228 35,672
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項
子会社は全て連結しておりま
す。
連結子会社の数 29社
主要な連結子会社の名称
台湾太陽誘電股份有限公司
韓国太陽誘電㈱
TAIYO YUDEN (SINGAPORE) 
PTE LTD
香港太陽誘電有限公司
TAIYO YUDEN (U.S.A.) INC.
東莞太陽誘電有限公司
TAIYO YUDEN (SARAWAK) SDN. 
BHD.
太陽誘電(廣東)有限公司
韓国慶南太陽誘電㈱
太陽誘電(上海)電子貿易有限
公司
赤城電子㈱
㈱ザッツ福島
 なお、TAIYO YUDEN 
(MALAYSIA) SDN. BHD.は株式
を追加取得したことにより、
当中間連結会計期間より持分
法適用会社から連結の範囲に
含めております。

１ 連結の範囲に関する事項
子会社は全て連結しておりま
す。
連結子会社の数  28社
主要な連結子会社の名称
台湾太陽誘電股份有限公司
韓国太陽誘電㈱
TAIYO YUDEN (SINGAPORE) 
PTE LTD
香港太陽誘電有限公司
TAIYO YUDEN (U.S.A.) INC.
TAIYO YUDEN (PHILIPPINES) 
INC.
東莞太陽誘電有限公司
TAIYO YUDEN (SARAWAK) SDN. 
BHD.
太陽誘電(廣東)有限公司
韓国慶南太陽誘電㈱
太陽誘電(上海)電子貿易有限
公司
赤城電子㈱
㈱ザッツ福島
 なお、ビフレステック㈱は
新規設立のため、当中間連結
会計期間より連結の範囲に含
めております。

１ 連結の範囲に関する事項
連結子会社は27社(全子会社)
であります。 
 TAIYO YUDEN (MALAYSIA) 
SDN. BHD.は株式を追加取得し
たことにより、当連結会計年度
より持分法適用会社から連結の
範囲に含めております。
当連結会計年度において、サ
ン・エレクトロニクス㈱は清算
し、またTAIYO YUDEN DE 
MEXICO S.A. DE C.V. を売却し
ましたが、損益のみ連結してお
ります。 
なお、連結子会社名は、「第
１ 企業の概況 ４ 関係会社
の状況」に記載しているため省
略しております。

２ 持分法の適用に関する事項
関連会社は全て持分法を適用
しております。
関連会社の数 ２社
関連会社の名称

   中紀精機㈱
㈱スタート・ラボ

２ 持分法の適用に関する事項
  同左

２ 持分法の適用に関する事項
  持分法適用の関連会社は２社
(全関連会社)であります。
  TAIYO YUDEN (MALAYSIA) 
SDN. BHD. は株式を追加取得し
たことにより、当連結会計年度
より持分法適用会社から連結子
会社に含めております。 
 なお、持分法適用会社名は、
「第１ 企業の概況 ４ 関係
会社の状況」に記載しているた
め省略しております。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項

   連結子会社の中間決算日は、
一部の在外連結子会社を除き中
間連結決算日と一致しておりま
す。

   これらの子会社の中間決算日
は６月30日でありますが、中間
連結財務諸表の作成に当たって
は、９月30日付で仮決算をして
おります。

３ 連結子会社の中間決算日等に関
する事項

  同左

３ 連結子会社の事業年度等に関す
る事項

   連結子会社の事業年度末日は
一部の在外連結子会社を除き連
結決算日と一致しております。

   これらの子会社の決算日は12
月31日でありますが、連結財務
諸表の作成に当たっては、連結
決算日で仮決算をしておりま
す。
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前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

４ 会計処理基準に関する事項
 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法
  ① 有価証券
    満期保有目的の債券
    …償却原価法(定額法)
    その他有価証券
     時価のあるもの
     …中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本
直入法により処理し、
売却原価は移動平均法
により算定しておりま
す。）

     時価のないもの
     …移動平均法による原価

法 
 なお、投資事業有限
責任組合及びそれに類
する組合への出資（証
券取引法第２条第２項
により有価証券とみな
されるもの）について
は、組合契約に規定さ
れる決算報告日に応じ
て入手可能な最近の決
算書を基礎とし、持分
相当額を損益帰属方式
で取り込む方法によっ
ております。

４ 会計処理基準に関する事項
 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法
   ①  有価証券

     満期保有目的の債券
     …同左
    その他有価証券
     時価のあるもの
     …中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資
産直入法により処理
し、売却原価は移動平
均法により算定してお
ります。）

     時価のないもの
         …同左

４ 会計処理基準に関する事項
 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法
  ① 有価証券
    満期保有目的の債券
    …同左
    その他有価証券
     時価のあるもの
     …連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評
価差額は全部資本直入
法により処理し、売却
原価は移動平均法によ
り 算 定 し て お り ま
す。）

     時価のないもの
     …同左

  ② たな卸資産
    製品、商品
    …主として総平均法による

原価法
    仕掛品
    …総平均法による原価法
    原材料、貯蔵品
    …先入先出法による原価法

  ② たな卸資産
    製品、商品
    …同左

    仕掛品
    …同左
    原材料、貯蔵品
    …同左

  ② たな卸資産
    製品、商品
    …同左

    仕掛品
    …同左
    原材料、貯蔵品
    …同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

  ① 有形固定資産
    当社及び国内連結子会社は

法人税法に規定された方法に
基づく定率法によっておりま
す。ただし、当社及び国内連
結子会社が平成10年４月１日
以降取得した建物（建物附属
設備は除く）については、定
額法によっております。

    また、在外連結子会社は主
として定額法によっておりま
す。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

  ① 有形固定資産
    当社及び国内連結子会社は

定率法によっております。た
だし、当社及び国内連結子会
社が平成10年４月１日以降取
得した建物（建物附属設備は
除く）については、定額法に
よっております。なお、耐用
年数及び残存価額について
は、主として法人税法に規定
する方法と同一の基準によっ
ております。 
 また、在外連結子会社は主
として定額法によっておりま
す。

 (2) 重要な減価償却資産の減価償
却の方法

  ① 有形固定資産
    当社及び国内連結子会社は

法人税法に規定された方法に
基づく定率法によっておりま
す。ただし、当社及び国内連
結子会社が平成10年４月１日
以降取得した建物（建物附属
設備は除く）については、定
額法によっております。

    また、在外連結子会社は主
として定額法によっておりま
す。
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前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

② 無形固定資産
    当社及び国内連結子会社は

法人税法に規定された方法に
基づく定額法によっておりま
す。ただし、ソフトウェア
（自社利用分）については、
社内における利用可能期間
（主に５年）に基づく定額法
によっております。

    また、在外連結子会社は定
額法によっております。

② 無形固定資産
    当社及び国内連結子会社は

定額法によっております。な
お、耐用年数については、法
人税法に規定する方法と同一
の基準によっております。た
だし、ソフトウェア（自社利
用分）については、社内にお
ける利用可能期間（主に５
年）に基づく定額法によって
おります。

    また、在外連結子会社は定
額法によっております。

② 無形固定資産
    当社及び国内連結子会社は

法人税法に規定された方法に
基づく定額法によっておりま
す。ただし、ソフトウェア
（自社利用分）については、
社内における利用可能期間
（主に５年）に基づく定額法
によっております。

    また、在外連結子会社は定
額法によっております。

 (3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

    債権の貸倒れの損失に備え
るため、当社及び国内連結子
会社は、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念
債権等特定の債権については
個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上してお
ります。

    また、在外連結子会社は主
として個別見積りによる回収
不能見込額を計上しておりま
す。

 (3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
   同左

 (3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
   同左

② 賞与引当金

    従業員の賞与の支給に充て
るため、主として支給見込額
に基づき計上しております。

   

② 賞与引当金

   同左 
 
 

③ 役員賞与引当金
    役員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、当連結
会計年度における支給見込額
に基づき、当中間連結会計期
間に見合う額を計上しており
ます。

② 賞与引当金

   同左

③ 事業再編損失引当金
    生産拠点の生産集約化に伴

い今後発生が見込まれる損失
について、合理的に見積られ
る金額を計上しております。

  ④ 役員退職慰労引当金
    一部の連結子会社は、役員

の退職慰労金の支出に備えて
内規に基づく当中間連結会計
期間末要支給額を計上してお
ります。

  ④ 役員退職慰労引当金
   同左

  ③ 役員退職慰労引当金
    一部の連結子会社は、役員

の退職慰労金の支出に備えて
内規に基づく当連結会計年度
末要支給額を計上しておりま
す。
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前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (4) 重要なリース取引の処理方法
    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

 (4) 重要なリース取引の処理方法
   同左    

 (4) 重要なリース取引の処理方法
   同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法
  ① ヘッジ会計の方法
    繰延ヘッジ処理を適用して

おります。なお、ヘッジ会計
の要件を満たしている為替予
約取引については、振当処理
を適用しております。 
 金利スワップについては、
特例処理の要件を満たしてお
りますので、特例処理を適用
しております。

 (5) 重要なヘッジ会計の方法
  ① ヘッジ会計の方法
    同左

 (5) 重要なヘッジ会計の方法
  ① ヘッジ会計の方法
   同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象
    ａ ヘッジ手段…為替予約
      ヘッジ対象…外貨建金

銭債権及
び予定取
引

    ｂ ヘッジ手段…金利スワ
ップ

      ヘッジ対象…借入金の
利息

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象
   同左

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象
   同左

  ③ ヘッジ方針
    デリバティブ取引の取組に

ついては、社内リスク管理規
定に基づき、実需の範囲内と
し、投機目的のデリバティブ
取引は行わない方針でありま
す。

  ③ ヘッジ方針
   同左

 ③ ヘッジ方針
    同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法
    外貨建予定取引をヘッジ対

象とする為替予約について
は、取引すべてが将来の売却
予定に基づくものであり、実
行の可能性が極めて高いた
め、有効性の評価は省略して
おります。 
 なお、振当処理によってい
る為替予約取引及び特例処理
によっている金利スワップに
ついては、中間連結決算日に
おける有効性の評価を省略し
ております。

  ④ ヘッジ有効性評価の方法
   同左

  ④ ヘッジ有効性評価の方法
    外貨建予定取引をヘッジ対

象とする為替予約について
は、取引すべてが将来の売却
予定に基づくものであり、実
行の可能性が極めて高いた
め、有効性の評価は省略して
おります。 
 なお、振当処理によってい
る為替予約取引及び特例処理
によっている金利スワップに
ついては、連結決算日におけ
る有効性の評価を省略してお
ります。
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会計処理の変更 
  

 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (6) その他中間連結財務諸表作成
のための重要な事項

   消費税等の会計処理
    消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって
おります。

 (6) その他中間連結財務諸表作成
のための重要な事項

   消費税等の会計処理
   同左

 (6) その他連結財務諸表作成のた
めの重要な事項

   消費税等の会計処理
   同左

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲
 中間連結キャッシュ・フロー
計算書における資金（現金及び
現金同等物）は、手許現金、要
求払預金及び取得日から３ヶ月
以内に満期日の到来する流動性
の高い、容易に換金可能であ
り、かつ、価値の変動について
僅少なリスクしか負わない短期
的な投資からなっております。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲
  同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書
における資金の範囲
 連結キャッシュ・フロー計算
書における資金（現金及び現金
同等物）は、手許現金、要求払
預金及び取得日から３ヶ月以内
に満期日の到来する流動性の高
い、容易に換金可能であり、か
つ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない短期的な投
資からなっております。

 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当中間連結会計期間より、固定資
産の減損に係る会計基準（「固定資
産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成
14年８月９日））及び「固定資産の
減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第６号 平成
15年10月31日）を適用しておりま
す。これにより税金等調整前中間純
利益は24百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間連結財務諸表規則
に基づき各資産の金額から直接控除
しております。

（固定資産の減損に係る会計基準）
 当連結会計年度から、「固定資産
の減損に係る会計基準」（「固定資
産の減損に係る会計基準の設定に関
する意見書」（企業会計審議会 平成
14年８月９日））及び「固定資産の
減損に係る会計基準の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成15年10
月31日 企業会計基準適用指針第６
号）を適用しております。これによ
り税金等調整前当期純利益は24百万
円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の連結財務諸表規則に基
づき当該各資産の金額から直接控除
しております。
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前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等）
 当中間連結会計期間から「貸借対
照表の純資産の部の表示に関する会
計基準」（企業会計基準委員会 平
成17年12月９日 企業会計基準第５
号）及び「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」（企業会計基準委員会 平成17
年12月９日 企業会計基準適用指針
第８号）を適用しております。
 従来の「資本の部」の合計に相当
する金額は158,453百万円でありま
す。 
 なお、中間連結財務諸表規則の改
正により、当中間連結会計期間にお
ける中間連結財務諸表は、改正後の
中間連結財務諸表規則により作成し
ております。

（ストック・オプション等に関する
会計基準等）
 当中間連結会計期間から「ストッ
ク・オプション等に関する会計基
準」（企業会計基準委員会 平成17
年12月27日 企業会計基準第８号）
及び「ストック・オプション等に関
する会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 最終改正平成18年５
月31日 企業会計基準適用指針第11
号）を適用しております。 
 これにより、営業利益、経常利益
及び税金等調整前中間純利益が43百
万円減少しております。 
 なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しておりま
す。

（役員賞与に関する会計基準）
 当中間連結会計期間から「役員賞
与に関する会計基準」（企業会計基
準委員会 平成17年11月29日 企業
会計基準第４号）を適用しておりま
す。 
 これにより営業利益、経常利益及
び税金等調整前中間純利益は16百万
円減少しております。 
 なお、セグメント情報に与える影
響は、当該箇所に記載しておりま
す。
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表示方法の変更 
  

 
  
  
注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（中間連結貸借対照表関係）
 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法
律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12
月１日より適用となり、「金融商品会計に関する実務指
針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日
付で改正されたことに伴い、当中間連結会計期間から投
資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証
券取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも
の）を投資有価証券として表示する方法に変更いたしま
した。 
 なお、当中間連結会計期間の投資有価証券に含まれる
当該出資の額は、59百万円であります。

（中間連結貸借対照表関係）
 前中間連結会計期間において区分掲記していた「長期
未払金」（当中間連結会計期間835百万円）は、金額的
重要性が低くなったため、固定負債の「その他」に含め
て表示しております。

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日)

 

 保証債務
  連結会社以外の会社等の金融機
関からの借入金について保証を行
っております。

高崎市倉賀野団地 
鍍金協同組合 39百万円

 

 

１ 保証債務
  連結会社以外の会社等の金融機
関からの借入金について保証を行
っております。

高崎市倉賀野団地 
鍍金協同組合 29百万円

※２ 中間連結会計期間末日の満期
手形の会計処理については、手
形交換日をもって決済処理して
おります。 
 なお、当中間連結会計期間の
末日は金融機関の休日であった
ため、次の満期手形が中間連結
会計期間末日の残高に含まれて
おります。

 受取手形 78百万円

 

 保証債務
  連結会社以外の会社等の金融機
関からの借入金について保証を行
っております。

高崎市倉賀野団地 
鍍金協同組合 34百万円
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(中間連結損益計算書関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のとお
りであります。
運賃及び 
手数料 2,660百万円

研究開発費 3,366
従業員 
給料手当 3,374

賞与引当金 
繰入額 619

減価償却費 286
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のとお
りであります。
運賃及び 
手数料 3,364百万円

研究開発費 4,054
従業員 
給料手当 3,483

賞与引当金 
繰入額 772

減価償却費 285
 

※１ 販売費及び一般管理費のうち
主要な費目及び金額は次のとお
りであります。
運賃及び 
手数料 5,671百万円

研究開発費 7,096
従業員 
給料手当 7,562

賞与引当金 
繰入額 953

減価償却費 591

 

※２ 固定資産売却益の内容は次の
とおりであります。
機械装置 
及び運搬具 44百万円

その他 47
計 91

 

※２ 固定資産売却益の内容は次の
とおりであります。
機械装置 
及び運搬具 7百万円

その他 0
計 8

 

※２ 固定資産売却益の内容は次の
とおりであります。
機械装置 
及び運搬具 45百万円

その他 321
計 367

 

※３ 固定資産除却売却損の内容は
次のとおりであります。

区分
固定資産 
除却損 
(百万円）

固定資産 
売却損 
(百万円）

計 
(百万円）

建物及び 
構築物 59 - 59

機械装置 
及び 
運搬具

198  35 234

その他  31   1  32

計 289  37 326
 

 

※３ 固定資産除却売却損の内容は
次のとおりであります。

区分
固定資産 
除却損 
(百万円）

固定資産 
売却損 
(百万円）

計 
(百万円）

建物及び 
構築物 46 0 47

機械装置 
及び 
運搬具

174 10 185

無形固定 
資産 166 - 166

その他 7 11 18

計 394 22 416
 

 

※３ 固定資産除却売却損の内容は
次のとおりであります。

区分
固定資産 
除却損 
(百万円）

固定資産 
売却損 
(百万円）

計 
(百万円）

建物及び 
構築物 55 - 55

機械装置 
及び 
運搬具

653 122 776

その他 5 2 8

計 714 125 840
 

 

※４ 減損損失 
 当中間連結会計期間におい
て、当社グループは、以下の資
産グループについて減損損失を
計上いたしました。

用途 種類 場所 金額 
（百万円）

遊休 土地 群馬県榛名町 24
 

※４ 減損損失
   当連結会計年度において、当
社グループは、以下の資産グル
ープについて減損損失を計上い
たしました。

用途 種類 場所 金額 
（百万円）

遊休 土地 群馬県榛名町 24

   事業用資産については管理会
計上の区分を基準に、遊休資産
については個別物件単位で、ま
た、本社・研究所等については
共用資産として、資産グルーピ
ングを行っております。 
 その結果、今後の利用計画が
なく、時価も著しく下落してい
る遊休資産について減損損失を
認識いたしました。 
 なお、回収可能価額は正味売
却価額を使用し、相続税評価額
により算出しております。

      事業用資産については管理会
計上の区分を基準に、遊休資産
については個別物件単位で、ま
た、本社・研究所等については
共用資産として、資産グルーピ
ングを行っております。 
 その結果、今後の利用計画が
なく、時価も著しく下落してい
る遊休資産について減損損失を
認識いたしました。 
 なお、回収可能価額は正味売
却価額を使用し、相続税評価額
により算出しております。
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(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   
(注) １ 普通株式の発行済株式総数の増加１千株は、転換社債の転換に伴う新株の発行による増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加19千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
  
２ 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 新株予約権の増加は、新株予約権の発行によるものであります。 
  
３ 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と

なるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

発行済株式

普通株式(千株) 120,414 1 ― 120,415

自己株式

普通株式(千株) 1,173 19 ― 1,193

区分 内訳 目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当中間連結 
会計期間末 
残高 
(百万円)

前連結会計 
年度末 増加 減少 当中間連結 

会計期間末

提出会社 ストック・オプション 
としての新株予約権 普通株式 ― 29 ― 29 43

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会 普通株式 596百万円 ５円 平成18年３月31日 平成18年６月30日

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり 
配当額 基準日 効力発生日

平成18年11月８日 
取締役会 普通株式 596百万円 利益剰余金 ５円 平成18年９月30日 平成18年12月１日

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

  現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 33,003百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△2,856

現金及び現金同等物 30,147
 

  現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係
現金及び預金勘定 40,421百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△3,193

現金及び現金同等物 37,228
 

  現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係
現金及び預金勘定 38,892百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金

△3,220

現金及び現金同等物 35,672

  

6976/2007年-37-



(リース取引関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 ① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
中間期末残高相当額

機械装置 
及び運搬具 
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 2,484 409 2,893

減価償却 
累計額 
相当額

1,273 235 1,509

中間期末 
残高 
相当額

1,210 173 1,384

 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 ① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
中間期末残高相当額

機械装置 
及び運搬具 
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 2,254 363 2,618
減価償却 
累計額 
相当額

849 215 1,065

中間期末 
残高 
相当額

1,405 147 1,552

 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 ① リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額

機械装置 
及び運搬具 
(百万円)

工具器具 
及び備品 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 2,035 357 2,392
減価償却 
累計額 
相当額

797 214 1,012

期末残高 
相当額 1,237 142 1,380

 (注) 未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末
残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算
定しております。

   
同左

 (注) 未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定してお
ります。

 

 ② 未経過リース料中間期末残高
相当額
１年以内 465百万円
１年超 918
合計 1,384

 (注) 未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末
残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算
定しております。

 

 ② 未経過リース料中間期末残高
相当額
１年以内 474百万円
１年超 1,078
合計 1,552

   
同左

 

 ② 未経過リース料期末残高相当
額
１年以内 439百万円
１年超 940
合計 1,380

 (注) 未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定してお
ります。

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費
相当額
支払 
リース料 256百万円

減価償却 
費相当額 256

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費
相当額
支払 
リース料 249百万円

減価償却 
費相当額 249

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費
相当額
支払 
リース料 518百万円

減価償却 
費相当額 518

 ④ 減価償却費相当額の算定方法
   リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っております。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法
同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法
同左
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(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 
１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 
  

 
  
２ 時価評価されていない主な有価証券 
(1) 満期保有目的の債券 
  

 
  
(2) その他有価証券 
  

 
  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 
１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 
  

 
  
２ 時価評価されていない主な有価証券 
(1) 満期保有目的の債券 
  

 
  
(2) その他有価証券 
  

 
  

区分 取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 5,372 6,361 988

その他 42 48 5

合計 5,414 6,409 994

内容 中間連結貸借対照表計上額 
(百万円)

非上場外国債券 1

合計 1

内容 中間連結貸借対照表計上額 
(百万円)

非上場株式 108

投資事業有限責任組合及び 
それに類する組合への出資 59

合計 168

区分 取得原価 
(百万円)

中間連結貸借対照表 
計上額(百万円)

差額 
(百万円)

株式 3,819 4,811 992

その他 42 54 11

合計 3,861 4,865 1,003

内容 中間連結貸借対照表計上額 
(百万円)

非上場外国債券 2

合計 2

内容 中間連結貸借対照表計上額 
(百万円)

非上場株式 21

投資事業有限責任組合及び 
それに類する組合への出資 49

合計 71
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前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

   その他有価証券 
  

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(1) 満期保有目的の債券 
  

 
  

(2) その他有価証券 
  

 
  

  

区分 取得原価 
(百万円)

連結貸借対照表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

 株式 3,820 5,530 1,709

 その他 42 60 18

合計 3,862 5,590 1,728

内容 連結貸借対照表計上額 
(百万円)

非上場外国債券 1

合計 1

内容 連結貸借対照表計上額 
(百万円)

非上場株式 86

投資事業有限責任組合及び 
それに類する組合への出資 41

合計 127
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(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

 当社グループは、デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しておりますので、該当

する事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

 当社グループは、デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しておりますので、該当

する事項はありません。  

 

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

 当社グループは、デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しておりますので、該当

する事項はありません。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費   43百万円 

  

２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

   

平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役  ５名

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式  29,000株

付与日 平成18年８月23日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 平成17年６月29日～平成18年６月29日

権利行使期間 平成18年８月24日～平成38年８月23日

権利行使価格 １円

付与日における公正な評価単価 1,511.4円
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 
 前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 
 当社及び連結子会社の事業として「電子部品事業」及び「その他事業」に区分しておりますが、当中
間連結会計期間については、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「電子部品事
業」の割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 
 当社及び連結子会社の事業として「電子部品事業」及び「その他事業」に区分しておりますが、当中
間連結会計期間については、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「電子部品事
業」の割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 
  

 前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 
 当社及び連結子会社の事業として「電子部品事業」及び「その他事業」に区分しておりますが、当連
結会計年度については、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「電子部品事業」
の割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

  

【所在地別セグメント情報】 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
   (1) アジア……台湾、香港、韓国、中国、マレーシア、シンガポール 
   (2) その他の地域……アメリカ、ドイツ 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

日本 
(百万円)

アジア 
(百万円)

その他の地域 
(百万円)

計 
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高
(1) 外部顧客に
対する売上高 29,517 46,977 11,673 88,169 ― 88,169

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 55,331 36,088 560 91,980 (91,980) ―

計 84,849 83,066 12,234 180,149 (91,980) 88,169

営業費用 88,201 79,441 11,966 179,609 (92,337) 87,272

営業利益又は営業損失(△） △3,352 3,624 267 539 357 897
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(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
   (1) アジア……台湾、香港、韓国、中国、マレーシア、シンガポール 
   (2) その他の地域……アメリカ、ドイツ 
３ 会計処理の変更に記載の通り、当中間連結会計期間から「ストック・オプション等に関する会計基準」を適
用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用
は、日本において43百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

４ 会計処理の変更に記載の通り、当中間連結会計期間から「役員賞与に関する会計基準」を適用しておりま
す。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は、日本にお
いて16百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
   (1) アジア……台湾、香港、韓国、中国、マレーシア、シンガポール 
   (2) その他の地域……アメリカ、ドイツ 

  

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

日本 
(百万円)

アジア 
(百万円)

その他の地域 
(百万円)

計 
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高
(1) 外部顧客に
対する売上高 32,562 60,741 15,313 108,617 ― 108,617

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 67,905 37,621 851 106,378 (106,378) ―

計 100,467 98,362 16,165 214,995 (106,378) 108,617

営業費用 96,212 94,553 15,345 206,111 (106,079) 100,031

営業利益 4,254 3,809 819 8,883 (298) 8,585

 
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

日本 
(百万円)

アジア 
(百万円)

その他の地域 
(百万円)

計 
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高
(1) 外部顧客に
対する売上高 59,846 102,467 24,225 186,539 ― 186,539

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 115,415 71,836 1,228 188,480 (188,480) ―

計 175,261 174,303 25,454 375,020 (188,480) 186,539

営業費用 175,863 167,659 25,150 368,673 (188,825) 179,847

営業利益又は営業損失(△） △601 6,644 303 6,346 344 6,691
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【海外売上高】 
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 
  (1) アジア……台湾、香港、韓国、中国、マレーシア、シンガポール 
  (2) 北米……アメリカ、カナダ 
  (3) ヨーロッパ……ドイツ、イギリス、フィンランド、スウェーデン、フランス、イタリア 
  (4) その他の地域……南米、中東 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 
  (1) アジア……台湾、香港、韓国、中国、マレーシア、シンガポール 
  (2) 北米……アメリカ、カナダ 
  (3) ヨーロッパ……ドイツ、イギリス、フィンランド、スウェーデン、フランス、イタリア 
  (4) その他の地域……南米、中東 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  
  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 
  (1) アジア……台湾、香港、韓国、中国、マレーシア、シンガポール 
  (2) 北米……アメリカ、カナダ 
  (3) ヨーロッパ……ドイツ、イギリス、フィンランド、スウェーデン、フランス、イタリア 
  (4) その他の地域……南米、中東 
３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 49,205 6,396 4,081 535 60,218

Ⅱ 連結売上高(百万円) 88,169

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％) 55.8 7.3 4.6 0.6 68.3

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 64,924 7,589 5,204 151 77,870

Ⅱ 連結売上高(百万円) 108,617

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％) 59.8 7.0 4.8 0.1 71.7

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

アジア 北米 ヨーロッパ その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 107,505 13,134 8,473 747 129,859

Ⅱ 連結売上高(百万円) 186,539

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％) 57.6 7.0 4.5 0.4 69.6
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(１株当たり情報) 
  

 
  
(注)１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  
  ２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のと

おりであります。 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 
１株当たり純資産額 1,218.01円

 
１株当たり純資産額 1,328.95円

 
１株当たり純資産額 1,290.00円

 １株当たり中間純利益 1.78円  １株当たり中間純利益 36.03円
 
１株当たり当期純利益 26.00円

潜在株式調整後１株当たり中間純利
益は、潜在株式が存在するものの希
薄化効果を有しないため、記載して
おりません。

 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益

 34.60円
 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

25.21円

前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

純資産の部の合計額 ― 百万円 158,506 百万円 ― 百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 ― 66 ―
 (うち新株予約権) (―) (43) (―)
 (うち少数株主持分) (―) (22) (―)
普通株式に係る中間期末の純資産額 ― 158,440 ―
１株当たり純資産額の算定に用いられ
た中間期末の普通株式の数 ― 千株 119,222 千株 ― 千株

前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益
 中間(当期)純利益 212 百万円 4,295 百万円 3,155 百万円
 普通株主に帰属しない金額 ― ― 55
  (うち利益処分による役員賞与) (―) (―) (55)
 普通株式に係る中間(当期)純利益 212 4,295 3,100
 普通株式の期中平均株式数 119,263 千株 119,233 千株 119,253 千株

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益
 中間(当期)純利益調整額 ― 百万円 23 百万円 46 百万円
  (うち支払利息(税額相当額控除後)) (―) (23) (46)
 普通株式増加数 ― 千株 5,581 千株 5,576 千株
  (うち転換社債) (―) (5,555) (5,558)
  (うち新株予約権) (―) (25) (18)

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含まれなかった潜在株式
の概要

（転換社債） 
 第２回無担保転換社
債（額面総額6,787百
万円） 
 概要につきまして
は、第４提出会社の状
況 １株式等の状況 
(2)新株予約権等の状
況に記載のとおりであ
ります。
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２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 
  

 
  

前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 11,030 11,592 10,530

２ 受取手形 ※２ 1,340 1,514 1,104

３ 売掛金 34,748 43,266 36,276

４ たな卸資産 10,561 12,754 11,355

５ 繰延税金資産 2,029 2,574 2,572

６ 短期貸付金 12,838 16,398 11,901

７ 未収入金 6,342 6,341 5,622

８ その他 ※３ 1,440 1,799 2,184

貸倒引当金 △5 △6 △5

流動資産合計 80,326 48.6 96,236 54.2 81,542 49.5

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物 7,968 8,060 8,164

(2) 機械及び装置 11,250 12,927 12,335

(3) 土地 4,263 4,263 4,263

(4) 建設仮勘定 2,365 2,569 1,877

(5) その他 1,510 1,899 1,662

有形固定資産合計 27,358 29,720 28,303

２ 無形固定資産

(1) ソフトウェア 587 564 567

(2) その他 301 228 323

無形固定資産合計 888 792 891

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 6,490 4,721 5,459

(2) 関係会社株式 41,271 41,406 41,261

(3) 長期貸付金 3,046 1,806 3,114

(4) 繰延税金資産 5,496 2,073 3,720

(5) その他 377 685 580

投資その他の 
資産合計 56,682 50,693 54,135

固定資産合計 84,929 51.4 81,206 45.8 83,329 50.5

資産合計 165,255 100.0 177,442 100.0 164,871 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 163 146 112

２ 買掛金 25,892 28,152 24,639

３ 短期借入金 6,820 5,488 5,478

４ 一年以内返済予定の 
  長期借入金 1,393 1,561 1,557

５ 未払金 3,277 6,600 4,765

６ 未払費用 3,641 4,241 3,963

７ 未払法人税等 106 256 136

８ 賞与引当金 1,456 1,814 1,711

９ 役員賞与引当金 ― 16 ―

10 その他 2,893 3,413 3,171

流動負債合計 45,645 27.6 51,690 29.1 45,536 27.6

Ⅱ 固定負債

１ 転換社債 6,787 6,783 6,785

２ 長期借入金 10,366 14,808 10,135

３ 長期未払金 1,617 ― 832

４ その他 870 1,060 552

固定負債合計 19,641 11.9 22,652 12.8 18,305 11.1

負債合計 65,287 39.5 74,342 41.9 63,841 38.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 23,515 14.2 ― ― 23,516 14.3

Ⅱ 資本剰余金

資本準備金 41,408 ― 41,409

資本剰余金合計 41,408 25.1 ― ― 41,409 25.1

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 2,947 ― 2,947

２ 任意積立金 29,214 ― 29,214

３ 中間(当期)未処分 
  利益 3,633 ― 4,396

利益剰余金合計 35,795 21.7 ― ― 36,558 22.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 592 0.3 ― ― 915 0.5

Ⅴ 自己株式 △1,344 △0.8 ― ― △1,370 △0.8

資本合計 99,967 60.5 ― ― 101,029 61.3

負債資本合計 165,255 100.0 ― ― 164,871 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比 

(％) 金額(百万円) 構成比 
(％) 金額(百万円) 構成比 

(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

１ 資本金 ― ― 23,517 13.3 ― ―

２ 資本剰余金

  資本準備金 ― 41,410 ―

  資本剰余金合計 ― ― 41,410 23.3 ― ―

３ 利益剰余金

 (1) 利益準備金 ― 2,947 ―

 (2) その他利益剰余金

   固定資産圧縮 
   積立金 ― 1,193 ―

   特別償却積立金 ― 220 ―

   別途積立金 ― 27,800 ―

 繰越利益剰余金 ― 6,872 ―

   利益剰余金合計 ― ― 39,034 22.0 ― ―

４ 自己株式 ― ― △1,401 △0.8 ― ―

  株主資本合計 ― ― 102,561 57.8 ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金 ― ― 507 0.3 ― ―

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △13 △0.0 ― ―

   評価・換算差額等 
   合計 ― ― 494 0.3 ― ―

Ⅲ 新株予約権 ― ― 43 0.0 ― ―

純資産合計 ― ― 103,099 58.1 ― ―

負債純資産合計 ― ― 177,442 100.0 ― ―
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② 【中間損益計算書】 
  

 
  

前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比 

(％) 金額(百万円) 百分比 
(％) 金額(百万円) 百分比 

(％)

Ⅰ 売上高 71,544 100.0 87,629 100.0 150,324 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 66,479 92.9 74,454 85.0 133,783 89.0

売上総利益 5,065 7.1 13,174 15.0 16,541 11.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 9,206 12.9 10,188 11.6 18,950 12.6

   営業利益又は 
   営業損失(△) △4,140 △5.8 2,986 3.4 △2,409 △1.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 158 191 333

 ２ 受取配当金 2,831 3,221 3,732

 ３ 為替差益 29 ― 191

 ４ その他 161 3,180 4.5 241 3,654 4.2 353 4,611 3.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 140 189 294

 ２ 社債利息 39 39 78

 ３ 為替差損 ― 133 ―

 ４ 支払補償金 ― 407 432

 ５ その他 ※１ 176 355 0.5 102 872 1.0 132 937 0.6

   経常利益又は 
   経常損失(△) △1,315 △1.8 5,768 6.6 1,265 0.8

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 14 5 11

 ２ 投資有価証券売却益 22 36 0.1 ― 5 0.0 544 555 0.4

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却売却損 ※３ 188 361 456

 ２ 減損損失 ※４ 22 ― 22

 ３ 投資有価証券評価損 ― 61 ―

 ４ その他 40 251 0.4 14 436 0.5 355 835 0.5

   税引前中間(当期) 
   純利益又は税引前 
   中間純損失(△)

△1,530 △2.1 5,337 6.1 985 0.7

   法人税、住民税 
   及び事業税 188 284 319

   法人税等調整額 △874 △686 △0.9 1,931 2,215 2.5 138 458 0.3

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失(△) △843 △1.2 3,122 3.6 526 0.4

   前期繰越利益 4,477 ― 4,477

   中間配当額 ― ― 596

   自己株式処分差損 ― ― 11

   中間(当期) 
   未処分利益 3,633 ― 4,396
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③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

 
  

 
(注) １ ※１は平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

２ ※２の当中間会計期間の固定資産圧縮積立金の取崩のうち、19百万円は平成18年６月の定時株主総会にお 
  ける利益処分項目であります。 
３ ※３の当中間会計期間の特別償却積立金の取崩のうち、56百万円は平成18年６月の定時株主総会における 
  利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金
利益 
準備金

その他利益剰余金
利益 
剰余金 
合計

固定資
産圧縮 
積立金

特別 
償却 
積立金

別途 
積立金

繰越 
利益 
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 23,516 41,409 2,947 1,216 197 27,800 4,396 36,558 △1,370 100,114

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 1 0 1

 剰余金の配当※１ △596 △596 △596

 役員賞与※１ △50 △50 △50

 固定資産圧縮積立金の取崩※２ △23 23 ― ―

 特別償却積立金の積立※１ 122 △122 ― ―

 特別償却積立金の取崩※３ △99 99 ― ―

 中間純利益 3,122 3,122 3,122

 自己株式の取得 △31 △31

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額）

中間会計期間中の変動額合計(百万円) 1 0 ― △23 22 ― 2,476 2,476 △31 2,447

平成18年９月30日残高(百万円) 23,517 41,410 2,947 1,193 220 27,800 6,872 39,034 △1,401 102,561

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ 
損益

評価・換算 
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 915 ― 915 ― 101,029

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 1

 剰余金の配当※１ △596

 役員賞与※１ △50

 固定資産圧縮積立金の取崩※２ ―

 特別償却積立金の積立※１ ―

 特別償却積立金の取崩※３ ―

 中間純利益 3,122

 自己株式の取得 △31

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△407 △13 △421 43 △377

中間会計期間中の変動額合計(百万円) △407 △13 △421 43 2,069

平成18年９月30日残高(百万円) 507 △13 494 43 103,099

6976/2007年-50-



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法
 (1) 有価証券
   子会社株式及び関連会社株式
    …移動平均法による原価法
   その他有価証券
    時価のあるもの
    …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差
額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移
動平均法により算定して
おります。)

    時価のないもの
    …移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責
任組合及びそれに類する
組合への出資（証券取引
法第２条第２項により有
価証券とみなされるも
の）については、組合契
約に規定される決算報告
日に応じて入手可能な最
近の決算書を基礎とし、
持分相当額を損益帰属方
式で取り込む方法によっ
ております。

１ 資産の評価基準及び評価方法
 (1) 有価証券
   子会社株式及び関連会社株式
    …同左
   その他有価証券
    時価のあるもの
    …中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差
額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は
移動平均法により算定し
ております。)

    時価のないもの
    …同左

１ 資産の評価基準及び評価方法
 (1) 有価証券
   子会社株式及び関連会社株式
    …同左
   その他有価証券
    時価のあるもの
    …決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は
全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平
均法により算定しており
ます。）

    時価のないもの
    …同左

 (2) たな卸資産
  ① 製品、商品、仕掛品
    …総平均法による原価法
  ② 原材料、貯蔵品
    …先入先出法による原価法

 (2) たな卸資産 
  ① 製品、商品、仕掛品 
    …同左 
  ② 原材料、貯蔵品 
    …同左

 (2) たな卸資産 
  ① 製品、商品、仕掛品 
    …同左 
  ② 原材料、貯蔵品 
    …同左

２ 固定資産の減価償却の方法
 (1) 有形固定資産
   法人税法に規定する方法と同
一の基準による定率法によって
おります。

   ただし、平成10年４月１日以
降取得した建物（建物附属設備
は除く）については、定額法に
よっております。

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産
   定率法によっております。 
 ただし、平成10年４月１日以
降取得した建物（建物附属設備
は除く）については定額法によ
っております。 
 なお、耐用年数及び残存価額
については、法人税法に規定す
る方法と同一の基準によってお
ります。

２ 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産
   法人税法に規定する方法と同
一の基準による定率法によって
おります。

   ただし、平成10年４月１日以
降取得した建物（建物附属設備
は除く）については、定額法に
よっております。

 (2) 無形固定資産
   法人税法に規定する方法と同
一の基準による定額法によって
おります。

   ただし、ソフトウェア（自社
利用分）については、社内にお
ける利用可能期間（主に５年）
に基づく定額法によっておりま
す。

 (2) 無形固定資産
   定額法によっております。 
 なお、耐用年数については、
法人税法に規定する方法と同一
の基準によっております。 
 ただし、ソフトウェア（自社
利用分）については、社内にお
ける利用可能期間（主に５年）
に基づく定額法によっておりま
す。

 (2) 無形固定資産
   法人税法に規定する方法と同
一の基準による定額法によって
おります。

   ただし、ソフトウェア（自社
利用分）については、社内にお
ける利用可能期間（主に５年）
に基づく定額法によっておりま
す。
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前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

３ 引当金の計上基準
 (1) 貸倒引当金
   債権の貸倒れの損失に備える
ため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

３ 引当金の計上基準
 (1) 貸倒引当金
      同左

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金
      同左

 (2) 賞与引当金
   従業員の賞与の支給に充てる
ため、支給見込額に基づき計上
しております。

 (2) 賞与引当金
      同左

 (2) 賞与引当金
      同左

 (3) 役員賞与引当金
    役員に対して支給する賞与 
   の支出に充てるため、当事業 
   年度における支給見込額に基 
   づき、当中間会計期間に見合 
   う額を計上しております。

４ リース取引の処理方法
  リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっておりま
す。

４ リース取引の処理方法
    同左

４ リース取引の処理方法
    同左

５ ヘッジ会計の方法
 (1) ヘッジ会計の方法
   繰延ヘッジ処理を適用してお
ります。なお、ヘッジ会計の要
件を満たしている為替予約取引
については、振当処理を適用し
ております。 
 金利スワップについては、特
例処理の要件を満たしておりま
すので、特例処理を適用してお
ります。

５ ヘッジ会計の方法
 (1) ヘッジ会計の方法
      同左
   

５ ヘッジ会計の方法
 (1) ヘッジ会計の方法
      同左
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会計処理の変更 
 

   

 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象
  ａ ヘッジ手段…為替予約    同左    同左
    ヘッジ対象…外貨建金銭  

       債権及び予定 
       取引

  ｂ ヘッジ手段…金利スワップ
    ヘッジ対象…借入金の利息

 (3) ヘッジ方針
   デリバティブ取引の取組につ
いては、社内リスク管理規定に
基づき、実需の範囲内とし、投
機目的のデリバティブ取引は行
わない方針であります。

 (3) ヘッジ方針
   同左

 (3) ヘッジ方針
      同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法
   外貨建予定取引をヘッジ対象
とする為替予約については、取
引すべてが将来の売却予定に基
づくものであり、実行の可能性
が極めて高いため、有効性の評
価を省略しております。 
 なお、振当処理によっている
為替予約取引及び特例処理によ
っている金利スワップについて
は、中間決算日における有効性
の評価を省略しております。 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法
   同左

 (4) ヘッジ有効性評価の方法
   外貨建予定取引をヘッジ対象
とする為替予約については、取
引すべてが将来の売却予定に基
づくものであり、実行の可能性
が極めて高いため、有効性の評
価を省略しております。 
 なお、振当処理によっている
為替予約取引及び特例処理によ
っている金利スワップについて
は、決算日における有効性の評
価を省略しております。  

６ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

６ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項

６ その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項

  消費税等の会計処理
   消費税及び地方消費税の会計
処理は、税抜方式によっており
ます。

  消費税等の会計処理
      同左

  消費税等の会計処理
      同左

 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当中間会計期間より、固定資産の
減損に係る会計基準（「固定資産の
減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14年
８月９日））及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第６号 平成15年10
月31日）を適用しております。これ
により税引前中間純損失は22百万円
増加しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の中間財務諸表等規則に
基づき各資産の金額から直接控除し
ております。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
 当事業年度から、「固定資産の減
損に係る会計基準」（「固定資産の
減損に係る会計基準の設定に関する
意見書」（企業会計審議会 平成14年
８月９日））及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」（企業
会計基準委員会 平成15年10月31日 
企業会計基準適用指針第６号）を適
用しております。 
 これにより税引前当期純利益は22
百万円減少しております。 
 なお、減損損失累計額について
は、改正後の財務諸表等規則に基づ
き当該各資産の金額から直接控除し
ております。
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前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等） 
 当中間会計期間から「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準委員会平成17年
12月９日 企業会計基準第５号）及
び「貸借対照表の純資産の部の表示
に関する会計基準等の適用指針」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月９日 企業会計基準適用指針第８
号）を適用しております。 
 従来の「資本の部」の合計に相当
する金額は103,068百万円でありま
す。 
 なお、中間財務諸表等規則の改正
により、当中間会計期間における中
間財務諸表は、改正後の中間財務諸
表等規則により作成しております。 
 
（ストック・オプション等に関する
会計基準等） 
 当中間会計期間から「ストック・
オプション等に関する会計基準」
（企業会計基準委員会 平成17年12
月27日 企業会計基準第８号）及び
「ストック・オプション等に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基
準委員会 最終改正 平成18年５月
31日 企業会計基準適用指針第11
号）を適用しております。 
 これにより、営業利益、経常利益
及び税引前中間純利益が43百万円減
少しております。 
 
（役員賞与に関する会計基準） 
 当中間会計期間から「役員賞与に
関する会計基準」（企業会計基準委
員会 平成17年11月29日 企業会計
基準第４号）を適用しております。 
 これにより営業利益、経常利益及
び税引前中間純利益は16百万円減少
しております。

 

6976/2007年-54-



表示方法の変更 
  

 
  

注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

（中間貸借対照表関係） 
 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法
律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12
月１日より適用となり、「金融商品会計に関する実務指
針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月15日
付で改正されたことに伴い、当中間会計期間から投資事
業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取
引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）を
投資有価証券として表示する方法に変更いたしました。 
 なお、当中間会計期間の投資有価証券に含まれる当該
出資の額は、59百万円であります。

（中間貸借対照表関係）
 前中間会計期間において区分掲記していた「長期未払
金」（当中間会計期間828百万円）は、金額的重要性が
低くなったため、固定負債の「その他」に含めて表示し
ております。   

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

前事業年度末 
(平成18年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額

56,938百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額

57,893百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計
額

57,464百万円
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※３ 消費税等の取扱い
   仕入等に係る仮払消費税等及
び売上等に係る仮受消費税等は
相殺し、その差額は流動資産の
「その他」に含めて表示してお
ります。

※２ 中間会計期間末日の満期手 
形の会計処理については、手 
形交換日をもって決済処理し 
ております。 
 なお、当中間会計期間の末 
日は金融機関の休日であった 
ため、次の満期手形が中間会 
計期間末日の残高に含まれて 
おります。
受取手形      73百万円 

※３ 消費税等の取扱い
   同左
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(中間損益計算書関係) 
  

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
自己株式に関する事項 

   
（注）普通株式の自己株式の増加19千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

※１ 減価償却実施額 
   有形固定資産 1,882百万円 
   無形固定資産  139

※１ 減価償却実施額 
   有形固定資産 2,120百万円 
   無形固定資産   142

※１ 減価償却実施額 
   有形固定資産 4,024百万円 
   無形固定資産  275  

※２ 固定資産売却益は機械及び装
置の売却であります。

 

※２ 固定資産売却益の内容は次の
とおりであります。
機械及び装置 5百万円
その他  0
 計 5

※２ 固定資産売却益は機械及び装
置の売却であります。

 

 

※３ 固定資産除却売却損の内容は
次のとおりであります。

区分
固定資産 
除却損 
(百万円)

固定資産 
売却損 
(百万円)

計 
(百万円)

建物 25 - 25
機械及び 
装置 104 0 104

その他 58 - 58

計 187 0 188
 

※４ 減損損失 
 当中間会計期間において、当
社は、以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上いたしまし
た。

用途 種類 場所 金額 
（百万円）

遊休 土地 群馬県榛名町 22

   事業用資産については管理会
計上の区分を基準に、遊休資産
については個別物件単位で、ま
た、本社・研究所等については
共用資産として、資産グルーピ
ングを行っております。 
 その結果、今後の利用計画が
なく、時価も著しく下落してい
る遊休資産について減損損失を
認識いたしました。 
 なお、回収可能価額は正味売
却価額を使用し、相続税評価額
により算出しております。

 

※３ 固定資産除却売却損の内容は
次のとおりであります。

区分
固定資産 
除却損 
(百万円)

固定資産 
売却損 
(百万円)

計 
(百万円)

建物 44 - 44
機械及び 
装置 144 - 144

無形固定
資産 166 - 166

その他 6 - 6

計 361 - 361  

 

※３ 固定資産除却売却損の内容は
次のとおりであります。

区分
固定資産 
除却損 
(百万円)

固定資産 
売却損 
(百万円)

計 
(百万円)

機械及び
装置 203 66 270

工具器具
及び備品 31 - 31

その他 154 - 154

計 389 66 456

※４ 減損損失 
 当事業年度において、当社
は、以下の資産グループについ
て減損損失を計上いたしまし
た。

用途 種類 場所 金額 
（百万円）

遊休 土地 群馬県榛名町 22

   事業用資産については管理会
計上の区分を基準に、遊休資産
については個別物件単位で、ま
た、本社・研究所等については
共用資産として、資産グルーピ
ングを行っております。 
 その結果、今後の利用計画が
なく、時価も著しく下落してい
る遊休資産について減損損失を
認識いたしました。 
 なお、回収可能価額は正味売
却価額を使用し、相続税評価額
により算出しております。

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(千株) 1,173 19 ― 1,193
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(リース取引関係) 
  

 
  
(有価証券関係) 
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式
で時価のあるものはありません。 

  
(１株当たり情報) 
中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  
(重要な後発事象) 
該当事項はありません。 
  

(2) 【その他】 
平成18年11月８日開催の取締役会において、平成18年９月30日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記
載または記録された株主または登録質権者に対し、第66期中間配当金として１株につき５円(総額 596
百万円)を支払うことを決議しました。 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 １ リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
中間期末残高相当額
機械及び装置 
(百万円)

その他(工具 
器具及び備品) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 660 308 969

減価償却 
累計額 
相当額

484 181 666

中間期末 
残高 
相当額

176 126 302

 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 １ リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
中間期末残高相当額
機械及び装置 
(百万円)

その他(工具 
器具及び備品) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 42 276 318

減価償却 
累計額 
相当額

14 170 185

中間期末 
残高 
相当額

27 106 133  

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引
 １ リース物件の取得価額相当
額、減価償却累計額相当額及び
期末残高相当額
機械及び装置 
(百万円)

その他(工具 
器具及び備品) 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額 42 250 292

減価償却 
累計額 
相当額

8 146 154

期末残高 
相当額 33 103 137

 (注) 未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末
残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算
定しております。

 
    同左

 (注) 未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定してお
ります。

 

 ２ 未経過リース料中間期末残高
相当額
１年以内 153百万円
１年超 149
合計 302

 (注) 未経過リース料中間期末残
高が有形固定資産の中間期末
残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算
定しております。

 

 ２ 未経過リース料中間期末残高
相当額
１年以内 66百万円
１年超 67
合計 133

  
    同左

 

 ２ 未経過リース料期末残高相当
額
１年以内 62百万円
１年超 74
合計 137

 (注) 未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に
占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定してお
ります。

 

 ３ 支払リース料及び減価償却費
相当額
支払 
リース料 91百万円

減価償却 
費相当額 91

 

 ３ 支払リース料及び減価償却費
相当額
支払 
リース料 34百万円

減価償却 
費相当額 34

 

 ３ 支払リース料及び減価償却費
相当額
支払 
リース料 155百万円

減価償却 
費相当額 155

 ４ 減価償却費相当額の算定方法
   リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法によ
っております。

 ４ 減価償却費相当額の算定方法
同左

 ４ 減価償却費相当額の算定方法
同左
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第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第65期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に

提出 
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

太陽誘電株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている太陽誘電株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行

った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、太陽誘電株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

 追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

 

和泉監査法人

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  金  本  敏  男  ㊞

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  川  尻  慶  夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表
に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成18年12月18日

太陽誘電株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている太陽誘電株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、太陽誘電株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
 追記情報 

１．会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間からストック・オプション等に関する会計

基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

２．会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から役員賞与に関する会計基準が適用され

ることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  

 

和泉監査法人

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  川  尻  慶  夫  ㊞

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  栁  澤     享  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表
に添付する形で別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成17年12月19日

太陽誘電株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている太陽誘電株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第65期事業年度の中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、太陽誘電株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

 

 追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計

基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 

和泉監査法人

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  金  本  敏  男  ㊞

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  川  尻  慶  夫  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添
付する形で別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書 
 
  

平成18年12月18日

太陽誘電株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている太陽誘電株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第66期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 
  
当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、太陽誘電株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 
  
 追記情報 

１．会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間からストック・オプション等に関する会計基準

が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

２．会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から役員賞与に関する会計基準が適用されるこ

ととなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

  

 

和泉監査法人

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  松  藤  雅  明  ㊞

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  川  尻  慶  夫  ㊞

代表社員 
業務執行社員 公認会計士  栁  澤     享  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添
付する形で別途保管しております。
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